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流通における環境問題とその対応

○石久保鈴子小林恵（　東京家政大
）

　目的近年、大量生産、大量消費時代に出現した多種多様な環境汚染、即ち地球温暖化

の原因とされるCOzの増加、有害化学物質ダイオキシンの発生、廃棄物処理、リサイク

ルの問題など様々な環境問題が取り上げられ、各分野において検討研究されて来ている。

又、I S 014001 を取得する企業も増加し、環境問題への取り組みが生産・流通など各方

面でなされている。しかし、小売業(大量販店、コンビニエンスストア等)では、配送時

におけるC02の排出やペットボトルや牛乳パックの店頭回収など問題解決すべき項目は

非常に多い。本研究では、主として大屋販店やコンビニエンスストアに関わる部門の環境

問題の現状及びそれらの取り組みについて、凝査分析し今後の課題についても検討した。

　方法　流通関連企業の環境報告書、インターネットの企業及び団体等のホームページよ

り得られた情報及び資料を供試料とし、日常生活における今日の環境問題の現状把握及び

大量販店、コンビニエンスストア業界における環境問題への取り組みについて分析した。

　結果小売業では環境問題であるトラック配送時によるＣ０２の増加に対して、各企業

とも共同配送による回数の削減、低公害車の導入などの取り組みをした結果、Ｃ０２年間

排出量が1998年度(1990年度比)45.2%削減し、又折り畳み式通い箱やハンガー納品などに

より再使用やリサイクル率が増加し、廃棄物年間排出量が1997年度より440t削臓された。
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　　　　　　　　　　　　　世帯人員と意識上の家族の人員

　　　　　　　　　一高校生・短大生・大学生の家族意識調査より一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小野瀬裕子（郡山女大・非）

　〔目的〕家族形態を把握する時、一般的に世帯を家族と見なす場合が多い。国勢調査では

世帯を住居と生計を共にしている人々の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者として

いる。しかし、進学や単身赴任等で別居する家族か増え、二世帯住宅の普及により、世帯

人員と意識上の家族の人員のずれは大きくなっていると考えられる。本研究では、世帯構

成の変化が著しい年代である15歳から22歳の学生の、世帯人員と意識上の家族の人員を比

較調査し、家族意識を探究することを目的としている。

　方法）1999年12月と200O年1月に、東京都Ｔ高校１年（15－16歳）65名、福島県K短期

大学２年（19－20歳）53名、福島県Ｋ大学４年（21－22歳）71名に質問紙調査をした。

　（結果）D意識上の家族の規模の平均は、高校生10.88人、短大生6.38人、大学生6.

07人。世帯規模平均は、高校生4.63人、短大生4.28人、大学生2.63人。意識とのずれは、

高校生が大きい。大学生は単独世帯か多く世帯規模も小さい。２）世帯構成平均は、高校

生では核家族世帯61.5%・拡大家族世帯38.5%・単独世帯Oil;。短大生では核家族世帯4

1.5%・拡大家族世帯41.5!);・単独世帯17. Oil!。大学生では核家族世帯21. lit;・拡大家族世

帯23.9%・単独世帯54. 9%。全国年齢別平均より拡大家族世帯か多くなったのは、調査対

象者の特性と考えられる。3）別居の家族がいる割合は、高校生では70.8%、短大生では

47.2!l!大学生では81.7s; 。 高校生は、祖父母・親戚をあげ、大学生は、離れて暮らす親・

兄弟をあげた。家族と考える理由には、血縁や経済面と心情的交流面があった。会う年間

平均日数は、高校生40日、大学生44日であった。4）同居の友人、世話になった人、飼っ

ている動物を家族とする者もいた。
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